つがる市ボランティア推進校事業実施要綱
１．目　　的

　小学校・中学校、高等学校等の児童・生徒を対象にして、社会福祉への関心や理解を深めるとともに、地域での具体的な体験活動を通して、思いやりの心を育み、お互いに連携し助け合う力を養う。あわせて、家庭や地域社会への啓発を図ることを目的とする。

２．実施主体

　この事業の実施主体は、社会福祉法人つがる市社会福祉協議会（以下「本会」という。）とする。

３．協　　力

　この事業は、つがる市及びつがる市教育委員会の協力を得て行う。

４．実施関係校
（１）この事業は、つがる市における小学校、中学校、高等学校、養護学校を本会がボランティア推進校（以下「推進校」という。）として指定し、この事業を実施する。ただし、青森県社会福祉協議会の推進校の指定を受けている学校等については除く。
（２）指定期間は１年とする。
（３）本会は、推進校に対して事業推進に要する経費の一部として、次表の額を助成する。
	児童・生徒数
	助成額
	基準日

	１００人未満
	２５，０００円
	当該年度の４月１日

	１００人～１９９人
	３５，０００円
	

	２００人以上
	４５，０００円
	


５．推進校の活動
　推進校は、それぞれの地域の実情に合わせて、独自の創意と計画のもとに、児童・生徒が主体的活動に発展できるよう配慮しながら、地域でのふれあいや社会福祉施設等での実践活動などの活動を行う。
６．対象経費

　助成金の対象経費は、この事業を行うために必要な次の経費とする。

　１　会議費（会議開催時の茶菓子等の費用）

　２　報償費（講師等に対する謝金）

　３　庁費
　　①旅費（会議等参加の際の職員旅費等）
　　②通信運搬費（郵便料、電信電話料、運搬費）
　　③消耗品費（各種事務用品、図書、薬品、材料費、その他物品）

　　④印刷製本費（資料、パンフレット等の印刷代、コピー代）

　　⑤賃借料（会議室等の借り上げ代）

　　⑥保険料（ボランティア保険等の掛金）

　　⑦備品費（活動に要する備品）

７．社会福祉協議会の役割
（１）事業を円滑に進めるために、推進校及び本会各支所担当者による連絡会議等を開催する。

（２）事業の推進に当たり、つがる市及びつがる市教育委員会と連携を図る。

（３）事業に関わる資料の作成及び情報提供を行う。
８．活動計画及び報告

（１）推進校は、指定年度当初に活動計画書（様式１）及び収支予算書（様式２）を本会各支所へ提出する。各支所は担当校分を取りまとめて本会へ提出する。
（２）推進校は、指定年度終了後に活動報告書（様式３）及び収支決算書（様式４）を本会各支所へ提出する。各支所は担当校分を取りまとめて本会へ提出する。
９．補　　則
　この要綱に定めのない事項については、本会会長が定める。
附　則

この要綱は、平成１７年４月１日より適用する。

この要綱は、平成２６年４月１日より適用する。


